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化学産業の概要

化学肥料 

18%

基礎化学品

9%

石油化学製品

10%

農薬

6%

ゴム製品

24%

洗剤

25%

塗料および印刷用インク

7%
その他 

1%

2020年のベトナムの化学産業

• 総額：2,400万米ドル
• 成長率：11%

• 産業貢献度：13.2%
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組織的枠組み

省庁 輸出入 生産 取引 輸送 使用 廃棄

商工省 (MOIT) –

主体
全般 全般 全般 - 産業・工業 -

天然資源環境省 

– MONRE

POP、廃棄 - - POP、廃棄 POP、廃棄

農業農村開発省 -

MARD

農作物保護剤、
農薬

農作物保護剤、
農薬

農作物保護剤、
農薬

- 農作物保護剤、
農薬

-

保健省 - MOH
薬剤、殺生物剤 薬剤、殺生物剤 薬剤、殺生物剤 - 薬剤、殺生物

剤
-

運輸省 - MOT
- - - 主務 - -

地方行政組織
協力
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工商省および化学品管理局の役割・目的

商工省

化学品庁

行政管理事務局

行政管理 国際協力 検査

化学産業開発部

化学産業
に関する
国家戦略

化学物質
への出資
に関する
認可

化学物質
の生産・
取引に関
する認可

国家
技術
標準

化学物質管理部

化学物質
の輸出入
に関する
認可

化学物質
の事故対
応計画に
関する認可

国家化学
物質イン
ベントリ・
データ
ベース

GHS、
CBI..

事故対応・化
学物質安全セ
ンター

トレーニング
技術サポートお
よびサービス
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化学物質の管理に関する基準的枠組み

関連基準：
環境、消防、交通運輸…

化学品法
(2007) 

施行：
議定 113/2017/NĐ-CP

および 82/2022/NĐ-CP

通知
32/2017/TT-BCT

および17/2022/TT-

BCT

化学物質イン
ベントリ・データ

ベース

化学物質に
関する国家
技術標準

化学物質の
安全性

製品に含まれる
化学物質

化学物質の
品質

罰則： 
議定

71/2019/NĐ-CP

および 17/2022/ND-CP

表示：
議定43/2017/ND-CP

および
111/2021/ND-CP

化学品および廃棄物に関
する条約 (CWC、SAICM、

B-R-S-M、他) 

化学物質のセキュリ
ティ：

議定33/2024/ND-CP

および81/2019/

ND-CP
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化学物質および基準の一覧

禁止化学
物質

別紙III

(CWC、ロッテ
ルダム条約) 

特別な目的が
ある場合は内
閣総理大臣か
ら認可を取得
可能 (工商省
大臣による承
認) 

制約付き
化学物質

別紙II

ヒト健康有害性
区分1

工商省から
認可を取得

条件付き
化学物質

別紙I

物理化学的
有害性
区分1

ヒト健康有害性
区分2

環境有害性

商工局から
証明書を取得

申告を要する
化学物質

別紙V

(有害
化学物質) 

ナショナル・シ
ングル・ウイン
ドウ (NSW) 

対応計画を
要する
化学物質

別紙IV

(セベソIII指令) 

1.工商省か
ら対応計画の
認可を取得
2.各社で自
主的に対策を
策定

工業用
前駆物質

麻薬条約

工商省から輸
出入の認可を
取得

毒性
化学物質

化学品法
第4章

合意済みのコ
ントロール
カードが必要

指定
化学物質

CWC

生産、貿易、
輸出入に関す
る認可を取得
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認可システム

輸出入 生産 取引 使用 安全性 GHS

禁止化学物質

制約付き化学物質

条件付き化学物質

工業用および爆発性の前駆物質

指定化学物質

その他の有害化学物質

全面禁止

認可制

自己責任
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化学物質に関する国家標準

化学物質
の安全性

• 有害化学物質の生産、貯蔵、輸送、使用の安全性に関する国家技術基準 -一般基準

製品に含
まれる化
学物質

• 蛍光灯の水銀含有量に関する国家技術基準

• 塗料中の鉛総含有量制限に関する国家技術基準

化学物質
の品質

• 工業用化学品 (水酸化ナトリウム、アンモニア、ポリ塩化アルミニウム) および工業用爆発物
生産の品質に関する国家技術基準
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国家化学物質インベントリ・データベース

法的枠組み 化学品法 – 2007年6月

対象範囲 ベトナムで使用される化学物質

主体 ベトナム化学品管理局

指定物質の数 約 41,541点

化学物質の識
別

CAS

化学物質名 IUPAC

対象となる責任
者

-生産者および輸入業者
-外国企業またはそのベトナムの代表者?

22%

5%

73%

登録化学物質 (41,541点) 

エビデンスなし

エビデンスあり、検討中

INC草案
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ベトナムの化学品法施行に関する評価

主な成果
経済効果
•業界の安定的な成長 (年間10～11%) 

•国内の生産能力の向上
•先進技術の導入
社会面・安全面での成果
•化学物質に対する安全意識の向上
•国際条約への効果的なコンプライアンス
•事故防止システムの強化
インフラ整備
•国家化学物質データベースの作成
•情報管理の近代化

主な課題
基準的枠組み
•対象範囲と定義があいまい
•化学製品の分類が不適切
•有害化学物質基準が限定的
業界の発展
•投資優遇措置が不十分
•プロジェクト協議要件が不適切
•グリーンケミストリーへの対策が限定的
安全性と管理

•化学物質のライフサイクル管理における埋まら
ないギャップ
•安全に関するトレーニングの実施が不十分
•緊急対応能力が限定的
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政策1：化学産業の持続可能な開発 - 基盤的かつ近代的な産業へ

戦略的開発
の枠組み：

化学産業を経済セ
クターの基盤として
確立

最新技術と持続可
能な実践の融合

化学工業団地およ
び複合施設の開発

投資優遇措置：

重要物質を生産す
る優先化学セク
ターへの特別支援

化学工業団地の
開発に向けた優
遇措置

化学品の生産にお
ける循環型経済へ
の取り組みを支援

専門家の育成：

化学産業コンサル
タントの要件強化

化学プロジェクト開
発に特化した認定

安全協議に対応で
きる技術的専門知
識の要件
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政策2：ライフサイクルごとの化学物質管理

化学物質の分
類システム：

条件付き化学物質: 

生産・取引のための

証明書取得を義務
化

特別管理化学物質：
厳格な許可制度およ
び使用の監視

禁止化学物質：特
別な目的がある場
合の例外を除き、
全面禁止

輸入および取
引の管理：

あらゆる化学物質の
輸入に対する申告義

務制度

取引される化学物質
に対する追跡を強化

専門の保管施設

に認定取得を義
務化

情報管理：

化学物質データベー
スシステムの一元化

規制当局間における
データ共有の改善

化学物質情報の透
明性の向上
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政策3：製品に含まれる化学物質

製品の安全性
の枠組み：

製品に含まれる有害
化学物質を省庁レベ

ルで公表

技術標準のない製品
の管理プロトコル

化学物質含有量
の開示を義務化

製造管理：

有害化学物質生産時
の管理手順を義務化

化学物質含有製品の
品質管理を義務化

有害物質の廃棄管理
プロトコル

消費者の保護：

透明性のある表示
を義務化

有害化学物質含有
量の公表

製品の安全情報
システムの強化
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政策4：化学物質の安全・安心を徹底するための効率性の向上

安全に関するト
レーニングおよび
認定資格：

安全に関するトレー
ニングプログラムの

要件強化

安全トレーナーの認
定資格の強化

受講必須の実習ト
レーニング項目

緊急対応計画：

省庁レベルの化
学物質事故対応

計画

緊急対応機関間の
連携強化

定期的な緊急対
応訓練および演習

施設の安全要件：

化学物質取扱施
設に対する技術
標準の更新

保管要件および取
り扱い要件の強化

定期的な安
全監査と検査
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その他の主要な基準

環境保護およ
び地域社会の

安全：

戦争の負の遺産、残留
化学物質の処理基準

の強化

未確認の毒性化学物
質に関する省庁の管

理責任

地域社会に対する
安全情報の開示を

義務化

国家の管理
体制：

工商省を主体とした、
政府による統一的な

監督

化学物質管理にお
ける省当局の責任

の強化

各省庁と地方自治体
の連携強化

行政改革：

行政手続きを担う12の
グループでシステムを

合理化

従来の基準から手続
き担当の5グループを

削減

化学物質管理における
デジタルトランスフォー
メーションの強化

国際的なコンプ
ライアンス：

国際化学物質管理条
約への準拠

国際貿易協定が求
める義務の施行

化学物質管理対策を
国境を越えて強化
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化学品法 (改正法) に期待される効果と影響

経済発展：

• 化学品法の投資優遇措
置および特別支援政策
で、基盤となる化学物質
セクターの成長を促進

• 化学物質コンサルティング
サービスに関する新たな基
準により、専門性の高い
サービス市場を形成

• 国際規格への準拠により
取引および投資を後押し

安全と環境保護：

• トレーニングおよび緊急対
応計画を強化することで、
事故を削減

• ライフサイクルの管理および
有害化学物質の管理により、
環境の持続可能性を促進

• 製品の安全性に関する情
報開示を充実させて公衆
衛生を保護

行政の効率化：

• 手続きを合理化してコンプラ
イアンスのコストを削減

• 当局間の連携強化による
執行の向上

• データベースシステムを強化
してより良い意思決定を促進

社会と市場の発展：

• 情報開示の改善により、市
場の透明性を向上

• 高い専門性を求めること
で熟練した労働力を育成

• 地域社会に保護対策を施し
て生活の質を向上
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次のステップ

2025年6月、化学品法 (改正法) 
の正式制定

2025年12月、法規制の正式制定

•化学産業の発展および化学物質の安全
性・セキュリティに関する議定

•化学物質管理および製品中の化学
物質に関する議定

•違反および処罰に関する議定

化学品法 (改正法) および
法規制の正式施行は2026

年1月1日
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ご清聴ありがとうございました！
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